
 

会 議 記 録 

 

 高松市附属機関等の会議の公開及び委員の公募に関する指針の規定により、次のとおり会議

記録を公開します。 

会 議 名  令和６年度高松市空家等対策協議会 

開 催 日 時  令和７年２月１７日（月） １３時３０分 ～ １４時２０分 

開 催 場 所  高松市役所 １１階 １１４会議室 

議 題 

１ 令和６年度事業実績について（老朽危険空家除却支援補助事業、空家 

改修補助事業、空家家財道具処分補助事業及び空き家等マッチング事業） 

２ 除却等促進(管理不全空き家・特定空き家対策の強化)について 

３ 特定空き家措置終了の報告及び新たに措置を予定している特定空き家 

について 

４ 緊急安全措置の実施について 

５ その他（空き家対策における今後の課題） 

公 開 の 区 分   □ 公開  □ 一部公開  ■ 非公開 

上 記 理 由  高松市空家等対策協議会運営要綱第３条に基づき非公開とされた。 

出 席 委 員 

 ９人 

大西会長、中村委員、門馬委員、川口委員、藤本（靖）委員、金森委員、 

鈴木委員、西成委員、中島委員 

傍 聴 者  － 

担 当 課 
及 び 

連 絡 先 
 くらし安全安心課 防犯・空き家係 （℡８３９－２５５５） 

 

協議経過及び協議結果 

１ 議題  

（１） 令和６年度事業実績について 

令和６年度事業実績について、事務局から各種補助事業の申請状況等の説明を行った。 

（２） 除却等促進について 

 空家等対策の推進に関する特別措置法の一部改正に伴い創設された「管理不全空家等」につい 

て、事務局から認定状況等の説明を行った。 

（３） 特定空き家措置終了の報告及び新たに措置を予定している特定空き家について 

 空家等対策の推進に関する特別措置法に基づく「特定空家等」について、事務局から措置の終 

了の報告及び新たな措置についての説明を行った。 

（委員） 

空き家を除却した翌年度、土地の税額が大幅に増えることが、空き家が放置される原因の一つ 

となっている。空き家の除却に係る土地の固定資産税の減免について検討してはどうか。 

 



（事務局） 

 税負担の軽減については、空き家の除却を促す政策として有効であるが、除却に要する費用の 

補助金に加え、固定資産税等の負担を軽減する措置を講ずることとなり、税負担の公平性等の観 

点から慎重に検討する必要がある。一部の市町村においては、地域の実情に応じて、条例等によ 

り、一定の条件を満たす空家等に対して除却後の税負担の軽減のための措置を行っているところ 

もあるため、今後検討を重ねていきたい。 

（委員） 

 他市では老朽危険空家除却支援補助金を受けた土地の利活用について、数年は売却不可等の制 

限を課されることがあるが、高松市ではどうか。 

（事務局） 

 本市では除却後の土地の利活用について売却を制限する縛りはない。県内の各市町を比較して 

も、様々な条件をつけて運用している状況であり、同じ補助金を受けようと思うと、事務処理が 

増えたり、時間的な制約がついたりと色々あるのも事実です。それぞれの市町に予算の限りがあ 

るため、同一条件に緩和することは難しいと思うが、県に対して市民が利用しやすい環境を整え 

るよう働きかけていきたい。 

（委員） 

 今は物価上昇もあり、解体費が高騰しているため、補助額の増額を検討してはどうか。 

（事務局） 

 本市は５０万（非課税世帯枠は１２０万）の補助を継続しており、県内他市と比較して少ない 

補助額であることは認識している。限られた財源の中で、補助件数を増加させるための方針では 

あるが、先ほどの補助金を受ける条件と同様に、県内他市町と足並みがそろうよう調整していき 

たい。また、四国内では香川県の除却対象となる空き家の審査基準が厳しいこともあり、この見 

直しを含めて、より状況にあった金額になるよう働きかけていきたい。 

（委員） 

 県内同一条件も大切であるが、高松市は空き家の総数も多く、人口も異なるため、予算規模も 

含めて費用対効果を考えていかなければならない。他県ではふるさと納税を活用した空き家の管 

理サービスを提供している自治体もあり、放置された空き家にならないためにどうすべきかを並 

行的に考える必要がある。 

（議長） 

 空き家に関する相談窓口の充実を図ることが大事であると考えられる。空き家の問題は多岐に 

わたるため、総合的な対策を講じることが必要と思っている。来年度は都市整備局内に「住宅政 

策課」を新設し、空き家対策を含む住宅政策に一元的に取り組みたいと考えている。今後も委員 

の皆様には様々な御意見、御提案をいただきたい。 

（４） 緊急安全措置の実施について 

緊急安全措置の実施について、事務局から実施状況等の説明を行った。 

（５） その他 

 空き家対策における今後の課題について、事務局から説明を行った。 

（委員） 

 民法改正に伴い相続放棄時に不動産を占有していなければ責任を負わないことになっている。 

こうした不動産は今後も増加する傾向にあり、近隣住民の生活環境への悪影響が懸念されるが、 



どう考えるか。 

（事務局） 

 相続人不存在物件の対応については、相続財産清算人等の申し立てや略式代執行といった法的

手続きを検討することになるが、申立て費用の回収ができるのか等の問題を精査し、慎重に進め

なければならない。全国の自治体で対応に苦慮している問題であり、解決に向けた手続きの簡略

化等、国主導で法整備されることが求めれられていると認識している。 

（委員） 

 国への要望として登記の簡略化を求めたい。相続登記の義務化が始まったが、未登記建物を登

記するためには建築会社等の証明書類が必要となり、その取得が困難となるケースが多い。現実

的には難しいが、新築を建てた際に解体費用に備える保険を作る等、新しい仕組みの実現を期待

している。 

（議長） 

 今後、国への要望も含めて参考にさせていただきます。 

 


